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Ⅰ．尾鷲市産業経済の動向 

 令和 2 年の国勢調査によると、市内就業者数は 7,108 人で、第３次産業 75.3％、第２次

産業 20.2％、第１次産業 5.4％の構成割合となっている。前回、平成 27 年の国勢調査と比

較すると、第３次産業では就業者で 706 人（11.7％減）、第２次産業は 144 人（9.1％減）、

第１次産業で 138 人（26.4％減）の減となり、市内の各産業において就業者の減少が見ら

れる。漁業就業者の減少は進んでおり、前回調査から 30.9％減少し 246 人となった。構成

比では全体の 3.5％となっている。  

 

産業別就業者数、構成比の推移  

 

                                                            （令和 2 年国勢調査） 

就業 構成 就業 構成 就業 構成 就業 構成 就業 構成 就業 構成 就業 構成 就業 構成

者数 比％ 者数 比％ 者数 比％ 者数 比％ 者数 比％ 者数 比％ 者数 比％ 者数 比％

総数 14,415 100 14,283 100 14,428 100 14,416 100 13,797 100 13,342 100 12,319 100 10,988 100

第１次産業 3,588 25 2,932 21 2,504 17 2,213 15 1,876 14 1,273 10 1,091 9 729 7

Ａ．農業 645 5 468 3 207 1 151 1 133 1 95 1 111 1 66 1

Ｂ．林業 538 4 512 4 378 3 266 2 236 2 146 1 144 1 79 1

Ｃ．漁業 2,405 17 1,952 14 1,919 13 1,796 13 1,507 11 1,032 8 836 7 584 5

第２次産業 3,376 23 3,532 25 3,707 26 3,717 26 3,422 25 3,732 29 3,433 28 2,811 26

Ｄ．鉱業 183 1 177 1 193 1 120 1 138 1 142 1 136 1 157 1

Ｅ．建設業 1,686 12 1,224 9 1,524 11 1,554 11 1,308 10 1,314 10 1,347 11 1,208 11

Ｆ．製造業 1,507 2,131 15 1,990 14 2,043 14 1,976 14 2,276 18 1,950 16 1,446 13

第３次産業 7,446 52 7,819 55 8,188 57 8,482 59 8,499 62 7,802 61 7,795 63 7,435 68

Ｇ．電気ガス熱供給水道業 376 3 257 2 270 2 237 2 295 2 251 2 232 2 198 2

Ｈ．運輸 、通信業 923 6 975 7 887 6 915 6 803 6 684 5 697 6 591 5

Ｉ．卸売小売業飲食店 2,908 20 2,998 21 3,289 23 3,377 23 3,240 24 2,888 22 2,779 23 2,510 23

Ｊ．金融 、 保険業 311 2 324 2 362 3 344 3 333 3 327 3 280 3

Ｋ．不動産業 31 0 30 0 48 0 22 0 21 0 35 0 28 0

Ｌ．サービス業 2,293 16 2,698 19 2,766 19 2,966 21 3,150 23 2,967 23 3,070 25 3,156 29

Ｍ．公務 617 4 549 4 622 4 577 4 645 5 658 5 645 5 672 6

Ｎ．分類不能の産業 5 0 29 0 4 0 58 1 10 0 13 0

就業 構成 就業 構成 就業 構成 就業 構成

者数 比％ 者数 比％ 者数 比％ 者数 比％

総数 10,105 100 8,900 100 8,159 100 7,108 100

第１次産業 698 7 591 7 522 6 384 5

Ａ．農業 143 1 117 1 125 2 100 1

Ｂ．林業 61 1 79 1 41 1 38 1

Ｃ．漁業 494 5 395 4 356 4 246 3

第２次産業 2,242 22 1,823 20 1,582 19 1,438 20

Ｄ．鉱業 60 1 38 0 28 0 25 0

Ｅ．建設業 1,107 11 982 11 772 9 659 9

Ｆ．製造業 1,075 11 803 9 782 10 754 11

第３次産業 7,165 71 6,486 73 6,055 74 5,349 75

Ｇ．電気ガス熱供給水道業 125 1 110 1 88 1 44 1

Ｈ．情報通信業 49 0 69 1 57 1 40 1

Ｉ．運輸業 334 3 377 4 272 3 262 4

Ｊ．卸売り・小売業 1,964 19 1,570 18 1,416 17 1,208 17

Ｋ．金融・小売業 276 3 227 3 233 3 199 3

Ｌ．不動産業 32 0 66 1 81 1 76 1

Ｍ．飲食店、宿泊業 559 6 550 6 139 2 126 2

Ｎ．医療、福祉 1,224 12 1,296 15 507 6 396 6

Ｏ．教育、学習支援業 479 5 453 5 260 3 216 3

Ｐ．複合サービス事業 263 3 86 1 440 5 366 5

Ｑ,学術研究、専門・技術サービス業 213 2 1,329 16 1,269 18

Ｒ．生活サービス、娯楽業 254 3 132 2 100 1

Ｓ．サービス業（他に分類されない） 1,135 11 502 6 494 6 440 6

Ｔ．公務（他に分類されない） 711 7 557 6 547 7 547 8

Ｕ．分類不能の産業 14 0 156 2 60 1 60 1

329 2

昭和５５年 昭和６０年

平成 １７ 年 平成 ２２ 年 平成 ２７ 年 令和２年

平成 ２ 年 平成 １２ 年昭和４０年 昭和４５年 昭和５０年 平成 ７ 年

1



 

産業別就業者数の割合（令和２年国勢調査） 

 

 

 
 

 

 

  

農業 1.4%

林業 0.5%

漁業 3.5% 鉱業 0.4%

建設業 9.3%

製造業 10.6%

電気・ガス・熱供

給・水道業 0.6%

情報通信業 0.6%

運輸業 3.7%

卸売・小売業 17%

金融・保険業 2.8%不動産業 1.1%
飲食店，宿

泊業 1.8%

医療，福祉 5.6%
教育，学習支援業

3%

複合サービス事業

5.1%

学術研究、専門・技

術サービス業17.9%

生活関連サービス

業、娯楽業1.4%

サービス業（他

に分類されない

もの） 6.2%

公務（他に分類され

ないもの） 7.7% 分類不能の産

業 0.7%
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Ⅱ．漁業経営 

１経営体、漁業経済の動向 

  本市で営まれる漁業は、沿岸、遠洋漁業と多種にわたるが、かつて盛んであった近海、

遠洋カツオ、マグロ漁業は、経営体、統数とも減少し、替わって定置網漁業、マダイ等魚

類養殖業が中心となってきている。 

 漁業種類別経営体数を漁業協同組合業務報告書から見ると、刺網漁業が最も多く 37.9％、

一本釣漁業が 22.2 %、定置網漁業が 12.3％を占めている。魚類養殖業においてはマダイ養

殖の 8.4％を中心にそれ以外の養殖業も含めると 14.8％となり、漁業生産の面からも本市

の主要産業となっている。 

  また、１経営体当たりの平均漁業生産額を見ると、漁船漁業の大型定置網漁業が 55 百万

円となり前年を下回った。マダイ養殖は 34 百万円となり前年を上回った。マダイの浜値は

昨年に比べてやや低下し、漁船漁業の浜値は依然として低迷しており、各漁業種類とも厳

しい現状となっている。 

 

 令和２年漁業経営体割合  

  

２漁業協同組合の動向 

 本市は人口の減少が進み、市内の組合員数についても減少傾向となっている。令和 2 年

の組合員数は前年より減少し 727 人となり、正組合員が前年比 7.9％減の 234 人、准組合

員が前年比 3.3％減の 493 人となった。  

 漁業協同組合の経営については、漁業経営環境の悪化等と相まって年々厳しくなってい

る。この状況を受け、漁協の販売事業の強化、業務の執行管理運営体制の確立及び財務の

健全性の確保を図るため、全国的に漁協合併への気運が高まっている。本市においても例

外ではなく、平成 22 年 2 月に 5 市町にまたがる「三重外湾漁業協同組合」が発足し、須賀

利、九鬼、三木浦、曽根浦、梶賀浦の 5 漁協が合併に参加した。平成 23 年 7 月には、尾鷲、

行野浦、早田の 3 漁協が合併し「尾鷲漁業協同組合」が発足した。更に平成 30 年 9 月には

市内漁協は全て三重外湾漁協に合併した。  
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  地区別組合員数 

 

３漁船の勢力 

漁業協同組合別漁船数、トン数

 

須 賀 利

尾 鷲

大 曽 根

行 野 浦

九 鬼

早 田

三 木 浦

古 江

曽 根 浦

梶 賀 浦

合   計

※市人口

（令和２年１２月末現在）

16,117 7,480

17,210 7,969 9,241

8,637 727

11 16

15 22

234 493

144 57 87 37

135 61 74 27

11 9

501 242

378 143 235 20

259 131

22 72

17 34

54 77

53 66 51

407 178 229 94

32

67 27 40 31 6 25

225 102

21 106

55 1007,412 155

１種

１種

２種

１種

４種

２種

地区別 漁 港 の 種 類

２種

重要港湾

１種

１種

正 准総  数 男 女 総  数

195 83

組    合    員    数地      区      人      口

112 127

13,946 6,534

123 54 22

119

隻数 隻数 隻数 隻数 隻数 隻数

46 46 39 4 3

121 117 60 40 10 6

24 24 22 1 1

26 26 12 2 8 4

70 70 56 7 2 5

50 48 36 8 4

85 85 54 15 7 2

15 15 13 2

32 31 24 4 2 1

33 32 18 7 6 1

502 494 334 90 39 23

隻数 隻数 隻数 隻数

1

2 5

0 0 2 6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合 計 0.00 0.00 318.00

（令和2年１２月末現在）

梶 賀 浦

2,859.00

曽 根 浦

三 木 浦

早 田

2360.00318.00

古 江

大 曽 根 浦

371.464,595.114,623.14 402.10

499.00

九 鬼

行 野 浦

19.70 27.90

地 区 別

動    力    漁    船

尾 鷲

49.96

57.70

17.22

13.90

72.86

12.78

31.89

4.69

7.32

27.38

34.86

62.07

7.70

37.73

88.37

25.96

13.22

63.82

35.77

137.69

188.42

138.96

71.52

119.15

2,898.89

20.48

70.42

107.30

合 計

75.88

923.59

39.58

137.69

188.42

147.94

2,898.89

20.48

須 賀 利 21.88

三 木 浦

古 江

曽 根 浦

梶 賀 浦

大 曽 根 浦

行 野 浦

九 鬼

早 田

39.58

地 区 別

61.04

8.93

12.63

47.70

277.06

動    力    漁    船

小計(a) 0～3トン 3～5トン 5～10トン 10～20トン

総  数

(a)+(b)

トン数 トン数 トン数 トン数 トン数 トン数

99.71

59.45

80.00

尾 鷲

75.88

917.49

16.27

169.37

68.33

36.00

12.00

12.00

367.49

無動力魚船

(b)20～50トン 50～100トン 100～200トン 200トン以上

トン数 トン数 隻数 トン数トン数

須 賀 利

4 6.10

トン数

2 8.98

1 1.10

1 11.85

8 28.03
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Ⅲ．漁場と環境 

 

 本市は急峻なリアス式海岸を持ち、熊野灘に面している。複雑な海岸地形は、尾鷲湾、

賀田湾という 2 海湾と、九木浦、早田浦という入り江を形成している。沿岸部は 100ｍ等

深線が距岸 2 ㎞以内に迫り、この水深 100ｍ等深線上に大小の天然礁が続き、好漁場を作

っている。 

 熊野灘海域は黒潮の影響を直接受け、その勢力、流路の変動により海況が変化し、漁場

形成に影響を及ぼす。令和2年の黒潮は、大蛇行流路が継続し、1月から3月にかけて、蛇行

北部は伊豆諸島の西側に位置し、断続的に黒潮内側反流が形成され、典型的な蛇行流路が

継続した。4月から6月にかけて、蛇行北上部のＳ字が強まって熊野灘に接近するパターン

が繰り返し見られた。7月以降は蛇行の南端が切離と接合を繰り返して不安定な流路が継続

し、8月には蛇行北上部が西偏して熊野灘に接岸した。10月上旬の蛇行南端の切離時には蛇

行規模が縮小して潮岬への接岸傾向が強まり、一時的にＢ、Ｎ型様の流路となったが、四

国沖で発達した小蛇行が東進して再び大蛇行流路となった。12月には蛇行北上部が遠州灘

に接近する状態が継続した。熊野灘沿岸の水温は、年度を通しておおよそやや高め～高め

で経過し、黒潮系暖水の影響によってかなり高めとなった。（参照：三重県水産研究所「令

和元年、2年度 漁況海況予報関係事業結果報告書」）  

 尾鷲湾は開口部7㎞、奥行き8㎞、開口部水深70ｍの海湾で底質は砂泥質となっている。

令和2年の水温を尾鷲湾古里養殖場の水深2ｍ層でみると、1月、2月、3月、4月は平年より

高め、5月は平年よりやや高めで推移した。6月は高め、7月は平年並み、8月は平年よりや

や低め、9月、10月は平年より高め、11月は平年よりやや高め、12月は平年より高めで推移

した。年間最低水温は1月の17.0℃で、過去30年間の2月の平均値と比較すると2.3℃高い数

値であった。また、年間最高水温は9月の26.8℃であり、過去30年間の8月の平均値と比較

すると0.6℃高い数値となった。  

 溶存酸素量は、1 月、2 月、3 月は平年よりやや高め、4 月は欠測、5 月、6 月は平均より

低め、7 月は欠測、8 月は平年より低め、9 月は平年よりやや低め、10 月は平均より低め、

11 月、12 月は平年並みで推移した。  

 賀田湾は奥行き 5 ㎞の海湾で、中央部水深 50ｍと深く、内湾というより外海に近い環境

変動を呈する。令和 2 年の水温を三木浦奥部養殖場 2ｍ層でみると、1 月、2 月は平年より

高め。3 月は平年よりやや高め、4 月、5 月、6 月は平年より高め、7 月は平年よりやや高

め、8月は平年並み、9月から 12月は平年より高めで推移した。年間最低水温は 3月の 16.5℃

で過去 30 年間の 2 月の平均値と比較すると 1.2℃高い数値であった。また、年間最高水温

は 9 月の 27.5℃で過去 30 年間の 8 月の平均値と比較すると 0.9℃高い数値となった。  

 溶存酸素量は、1 月、2 月は平年並み、3 月、4 月、5 月、6 月は低め、7 月、8 月は平年

よりやや高め、9 月は平年並み、10 月は平均より高め、11 月は平年よりやや低め、12 月は

平年並みで推移した。  

 尾鷲市の赤潮発生件数は３件であった。5 月 18 日から 5 月 20 日、6 月 19 日から 6 月 30

日、9 月 8 日から 9 月 10 日にかけて、尾鷲港で Heterosigma akashiwo が発生した。いずれ

の赤潮においても漁業被害は見られなかった。（令和 2 年三重県沿岸海域に発生した赤潮） 
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黒潮流路の型（参考） 

 

A 型：大蛇行流路とも言われ、遠州灘沖で

大きく離岸する流路です。熊野灘には

遠州灘から黒潮内側反流が流入し、

高水温になりやすいタイプです。1 年以

上の長期間持続するのが特徴です。 

 

B 型：A 型の規模を小さくしたような流路で、

伊豆諸島の西側を北上するのが特徴

です。長期間持続することはありませ

んが、熊野灘では高水温傾向になりや

すいタイプです。 

 

C 型：伊豆諸島の東側を北上するのが特徴

で、蛇行規模が大きい時は持続期間

が長くなる傾向があります。 

 

N 型：直進流路とも言われ、熊野灘には暖

水が流入しにくく、N 型が安定すると、

熊野灘は低水温傾向になりやすい特

徴があります。 

 

 三重県水産研究所ホームページより 

N35

E135

N30

E140

A

B C

N
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魚類養殖場（2m 層）水温・溶存酸素量の変化〈尾鷲湾・賀田湾〉  
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Ⅳ．漁業振興  

 

 今年度の漁業振興策は、沿岸漁業及び海面養殖業の生産条件の整備・改善、藻場造成、

又資源増大の観点から各種種苗の放流及び漁業後継者確保等を引き続き行い、その振興を

図っている。 

 

 沿岸漁業構造改善事業は昭和 37年に法律的裏付けがなされ零細な沿岸漁業の経営を企

業的水準にまで引き上げようと第 1 次沿岸漁業構造改善対策事業が始まった。その後 46

年度から第 2 次沿岸漁業構造改善事業、54 年度からは新沿岸漁業構造改善事業となった。

63年度からの新沿岸漁業構造改善事業（後期対策）を経て、平成 6 年度より沿岸漁業活性

化構造改善事業として取り組んだ。また、平成 13年度からは沿岸漁業漁村振興構造改善事

業となり、さらに 14 年度には水産業振興総合対策事業実施要領の一部改正に伴い、漁業経

営構造改善事業と改称された。平成 17年度にはこれまでの補助金から交付金となり、強い

水産業づくり交付金として策定された。平成 13年度までに本市では沿岸漁業が持続的に漁

業生産を行っていけるように、必要となる漁業生産基盤として水産物荷捌施設、冷蔵庫、

築いそ等の共同利用施設を整備した。更に平成 18年度には尾鷲漁協の殺菌冷海水製造貯水

装置の設置に対して補助を行い、平成 22年度は三木浦地区において三重外湾漁協の水産物

流通荷捌き施設の整備に対して補助を行った。 

平成 23年度からは後述する産地協議会が策定した「産地水産業強化計画」の達成に必要

な施設の整備・再編に対し、交付金を支援する制度となり、平成 24 年度には尾鷲漁協の製

氷・貯氷施設の整備に対して補助を行った。 

 

産地水産業強化支援事業は、産地における新たな取組について、市町村、漁業者団体、

流通、加工分野等の関係者をメンバーとして設置する産地協議会が主体となって計画的に

実施する事業に支援を行う事業である。尾鷲市においては、水産関係者の所得の向上を図

ることを目的として、尾鷲漁協、流通、加工分野等の水産関係者及び市が三重県尾鷲市尾

鷲港産地協議会を平成 23年 3 月に設立し、課題解決に向けて取り組みを始めた。 

 

 沿岸漁場整備開発事業は昭和 51年より実施され、主として人工魚礁等の設置を行ってい

る。平成 6 年度からは 4 次沿整計画がスタートし、平成 13年度からは漁港・漁場・漁村を

一体的に整備する目的で「水産基盤整備計画」が水産庁の主導で策定された。これに伴い

旧称である「並型魚礁設置事業」は、「漁港漁場機能高度化統合補助事業」に改称された。 

 当地区での魚礁設置事業としては、平成 13 年度より三木浦町地先海域にて 2 カ年計画で

沈設を行い平成 14年度に事業が完了した。この 2 カ年で水深約 40ｍ付近に

10.35m×10.35m×5.50mコンクリートブロック 8 基を魚礁規模 2,400.0空㎥で沈設した。 

 

 藻場造成事業については、これまで本市では県単事業によるブロック等の沈設や市単独

による人工採苗試験等の様々な試験事業に取り組んできており、平成 15年度からは国補事

業の「漁場環境保全創造事業」による藻場造成を、須賀利地区、尾鷲東部地区（九鬼・早

田）に於いて実施してきた。三重県（紀北）では平成 8～10年度まで県営大規模漁場保全
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事業として尾鷲湾内コドーカ鼻地先において事業を展開した。平成 11～14年度は賀田湾内

にて同事業を行い、平成 14年度からは平成 16年度までの継続事業として、尾鷲湾内の行

野浦地先において同事業が展開された。なお、事業名については、前述の事業再編のため

に平成 13 年度からは「漁場環境保全創造事業」に改称された。平成 18年度には尾鷲湾内

の行野浦地先の漁場環境保全創造事業実施箇所において県単沿岸漁場整備事業を実施し

た。平成 23年度には「水域環境保全創造事業」、平成 26年度には「海女漁業等環境基盤

整備事業」に改称され、平成 24 年度から平成 30年度にかけて尾鷲湾内コドーカ鼻地先に

おいて事業を展開している。 

   

 水産多面的機能発揮対策事業は、当初平成 21年度から平成 25年度まで継続される予定

であった環境・生態系保全活動支援事業が平成 24年度に終了し、新たに事業内容が拡充さ

れた、平成 25年度から令和 2 年度までの 8 ヶ年の継続事業である。尾鷲市では平成 21年

度より、早田湾藻場再生協議会及び曽根浦干潟協議会が環境・生態系保全活動支援事業を

実施しており、平成 25 年度からは尾鷲湾藻場再生協議会、九木浦藻場再生協議会、更に平

成 28年度からは三木浦藻場再生協議会が新たに活動を実施している。曽根干潟再生協議会

は、令和２年度で活動を終了した。 

 

 栽培漁業への取り組みとしては沿岸資源の増殖を目的に種苗放流を実施しており、令和

2 年度はヒラメ・マダイ・トラフグ・カサゴの放流を行った。ヒラメは尾鷲湾内・須賀利

浦内・賀田湾内へ、マダイは尾鷲湾・賀田湾内へ放流した。トラフグは紀北フグ縄連合が

沿岸域に放流した。またカサゴは前年度と同様に、尾鷲市と尾鷲市水産振興協議会で購入

し、管内浦々へ放流した。 

 

漁村においては新規参入者の減少、漁業従事者の高齢化に伴い、漁業従事者の減少が顕

著となっている。このような現状を打開するために、市内外からの漁業後継者確保を目的

として、平成 11年度から「尾鷲市漁業体験教室」を関係各機関と連携しながら実施してい

る。今年度の漁業体験教室は新型コロナウイルス感染症の影響で実施しなかった。 

 また、平成 24年度からは三重県の「漁師育成機関モデル構築事業」に選定された当

市早田地区において、「早田漁師塾」が開催されている。「早田漁師塾」は塾生が実際

に漁村で 4 週間生活しながら漁業実習・座学を学ぶもので、3 泊 4 日の漁業体験教室より

本格的な実習内容となっている。令和 2 年度までに 11 名の塾生が卒業し、6 名が早田地区

の大型定置網に、2 名が梶賀地区の大型定置網に就業した。 
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漁港整備については、平成 23年度から水産物供給基盤機能保全事業により、施設の老朽

化状況を調査する機能診断を実施し、その結果に基づき当該施設の機能を保全するために

必要な対策方法を定めた機能保全計画を策定するとともに、当該計画に基づく施設の保全

工事を順次実施していく計画となっている。 

本事業に於ける事業実績及び計画として、まず平成 23 年度に須賀利漁港、平成 24年度

に古江漁港、早田漁港、平成 25年度には曽根漁港、大曽根浦漁港、行野浦漁港、九木漁港

平成 26年度には梶賀漁港の機能保全計画の策定を実施したことで、尾鷲市が管理する全８

漁港について機能保全計画の策定が完了した。 

また、平成 30年度から行野浦漁港機能保全計画に基づき、倉庫前物揚場の機能保全工事

を行い令和 2 年度に完了した。令和 3 年度から令和 5 年度にかけて九木漁港係留突堤及び

駅前護岸の測量・調査・設計を委託する計画となっている。 

 

１．種苗放流事業  

 (1)ヒラメ放流  

 平成 7 年度までは、市単独事業として行ってきたヒラメ放流事業は、平成 8 年度から三

重県水産振興事業団が事業主体となり「特定海域栽培漁業定着強化事業」として取り組ん

できており、平成 13 年度から「特定海域展開事業」と改名され現在に至る。 

 これまでに、ヒラメ種苗は放流適正サイズ（平均全長 100mm）まで尾鷲漁業協同組合、

古江漁業協同組合、須賀利漁業協同組合の協力により、尾鷲湾（須賀利含む）賀田湾にて

中間育成を行ってきた。ただし、年によっては、放養密度の関係や滑走細菌による歩留率

の低下を防ぐ理由から適正サイズに到らないうちに放流した年もあった。平成 21年からは

賀田湾の古江町地先の小割内にて三重県尾鷲栽培漁業センターが中間育成を行っている。 

 令和 2 年度のヒラメ種苗は志摩市浜島町の三重県栽培漁業センターから 37,500尾購入

し、その後放流サイズまで中間育成され、放流時点での歩留率は 100.0％、37,500尾の受

け取りとなった。 

放流は、令和 2 年 5 月 11日、13 日および 14日に漁協の協力も得て、尾鷲湾（須賀利含

む）、賀田湾、九木、早田浦地先で実施した。尾鷲湾（須賀利含む）に 16,800尾、九木浦

地先に 4,200尾、早田浦地先に 4,200尾、賀田湾に 12,300尾を放流した。なお、例年行わ

れている栽培漁業学習会については、新型コロナウィルス感染症の影響により実施しなか

った。放流時点でのヒラメは平均全長 80.60mm、最大全長 88.10mm、最小全長 76.70mm、

平均体重 3.46gであった。 

 

 (2)トラフグ放流 

 資源回復計画促進事業として水産振興事業団が事業主体となり、紀北フグ縄連合に所属

する漁業者によって放流を実施した。 

 トラフグの稚魚は、古江町にある三重県尾鷲栽培漁業センターで生産・中間育成された

もので、令和 2 年 6 月 20日に尾鷲湾より船舶にて栽培漁業センターまで移動し、稚魚の受

け取りを行った後尾鷲湾に戻り、湾内数か所で 15,500尾を放流した。 

 令和 2 年度のトラフグの平均全長 60.20mm、最大全長 70.00mm、最小全長 52.00mm、平

均体重 5.5gであった。 
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 (3)マダイ放流事業 

 平成 8 年度から、三重県水産振興事業団が事業主体となり「回遊性資源増大パイロット

事業」として取り組んできており、平成 13年度からは「地域展開促進事業」と改名され現

在に至る。 

 令和 2 年度の尾鷲地区分の尾数は 44,650尾であり、三重県尾鷲栽培漁業センターでの中

間育成を経て、令和 2 年 4 月 30 日に尾鷲湾 27,650尾、賀田湾 17,000尾を放流した。尾鷲

湾は人瀬付近、賀田湾は湾中央部に放流した。なお、放流時点での歩留率は 91.1％、平均

全長 60.60mm、最大全長 70.10mm、最小全長 50.30mm、平均体重 3.40gであった。 

  

(4)カサゴ放流事業 

 平成 11 年度より本格的な種苗生産体制に入ったカサゴ種苗の放流を尾鷲市と尾鷲市水

産振興協議会で実施した。古江町にある三重県尾鷲栽培漁業センターで生産されたカサゴ

稚魚を市、水産振興協議会が購入。内訳は、市 10,000尾、水産振興協議会 7,000尾の計 17,000

尾。令和 2 年 4 月 2 日及び 4 月 3 日に三重県尾鷲栽培漁業センターにて 1 地区につき 1,890

尾ずつ配布し、賀田湾の 3 地区は船で、残りの 6 地区は車で輸送し、即日それぞれの地先

へ放流した。なお、平均全長 56.70mm、最大全長 64.30mm、最小全長 52.00mm、平均体重

2.65gであった。 
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 令和２年度種苗放流事業実施箇所 

  

 

  

 

 

凡 例 

                             ヒラメ放流箇所 

                             マダイ放流箇所 

                             カサゴ放流箇所 

                             トラフグ放流箇所   

  

 

（放流尾数）  

ヒラメ   37,500尾  

   尾鷲湾 15,400尾 

   賀田湾 12,500尾 

   九木浦  4,200尾 

   早田浦  4,200尾 

 

マダイ    44,650尾  

   尾鷲湾 27,650尾 

   賀田湾 17,000尾 

 

カサゴ      17,000尾  

各地区  1,890尾 

 

トラフグ  15,500尾     
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２．漁場造成・施設整備事業  

 

 (1)アオリイカ産卵床製作、設置事業  

 アオリイカは定置網、釣り等各漁法で漁獲され、美味なことから高値で取引され、沿岸

漁業の経営にとって重要な位置を占めている。また、アオリイカは別名モイカとも呼ばれ、

藻場に産卵する。昔から漁業者は海中に木を入れ、産卵床として利用してきた。  

 尾鷲市水産振興協議会では、アオリイカ資源増大を目的に平成 15 年度に鉄枠とナイロン

製産卵基質で産卵床を製作し、平成 16 年度に設置したところ、多く産卵が確認でき、漁業

者に非常に好評であった。 

 平成 17 年度は尾鷲市有林の FSC 間伐材を利用し、角材の枠組みに枝を付けた形状の産

卵床を試験的に製作、設置した結果、非常に多くの卵塊が産みつけられた。  

 これらの結果を受け、尾鷲市水産振興協議会において産卵床の設置要望が全漁協から寄

せられ、平成 18 年度には市と尾鷲市水産振興協議会が鉄枠とナイロン製素材の産卵床製作

事業を実施し、漁協各自で設置を行った。  

 平成 19 年度には市が 17 年度のものよりも安価で容易に製作できる形状のヒノキ製産卵

床を製作し、宙吊りタイプと底タイプの効果を比較した結果、底タイプの有効性が認めら

れた。  

 これらの成果を元に平成 20 年度以降は 3ｍの間伐材に麻製の土嚢袋を麻製のロープで結

束したタイプの産卵床を製作し、漁協、ダイビングショップ、市が連携して、産卵床を市

内のダイビングスポットに産卵床設置している。  

平成 23 年度から平成 25 年度にかけては藻場との比較調査を行い、産卵床は荒天に被害

を受けにくい水深のある場所を選んで設置できる点で、藻場よりも優れていることがわか

った。  

令和 2 年度は、市内 3 箇所のダイビングスポットと、須賀利、尾鷲、大曽根、行野浦、

九鬼、早田、三木浦、古江、曽根浦、梶賀の各地区に材料を提供し、各地区において産卵

床の沈設が行われた。  

 

 

    

ヒノキ製アオリイカ産卵床      産卵床に産み付けられたアオリイカ卵塊  
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令和２年度設置箇所位置図  

 

 

  

ヒノキ製アオリイカ産卵床 

 

須賀利 10 基 

漁業者沈設 25 基 

尾鷲 5 基 

大曽根 10 基 

 

シードリーム 10 基 

行野浦 5 基 

 

 

九鬼 3 基 

 

 

早田 10 基 

 

三木浦 5 基 

 

古江 5 基 

曽根 5 基 

梶賀 10 基 

 

合計 103 基 
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３．漁業後継者・従事者対策事業  

(1)漁業体験教室 

本市の基幹産業として位置付けられる漁業であるが、漁村地区の過疎化と相まって新規

参入者の減少、従事者の高齢化が進み、漁業従事者・後継者の確保は当市の水産業、それ

に関連する産業の維持、発展にかかる重要課題となっている。  

 本課題の解決の為には、まず漁村社会をつくる地域住民の意見、考え方の整理を行い、

漁業と漁村社会の現状と課題について考察する必要がある。こうした課題に対応すべく、

平成 8 年度から 2 ヵ年にわたり、業界関係者等 16 名による「漁業後継者・従事者対策検討

会」を設置し、諸課題の検討・業界への提案等の取りまとめを行った。  

 平成 10 年度は（財）三重県農林漁業後継者育成基金の就業支援体制整備事業の一環とし

て「新規漁業就業者、研修の受入に関する意向調査」を実施し、今後の受入体制づくりに

向けた検討を行った。  

 過去 3 年の経過を踏まえ平成 11 年度より定置網漁業、マダイ養殖の 2 コースで漁業体験

教室を実施することとなったが、受け入れ団体等の事情により平成 14 年度以降は定置網漁

業のみの 1 コースで漁業体験教室を実施した。平成 24 年度は試験的に小網・刺網漁での体

験教室を実施した。平成 27 年度からは、定置網漁業体験の受入先として、早田地区、梶賀

地区の大型定置網だけでなく、尾鷲湾口の定置網にも協力いただいている。  

 平成 11 年度から平成 18 年度までは、引き続き受入体制づくりの協議を各漁業経営体と

進めていく一方で、（財）三重県農林水産支援センターの「農林水産業版ハロープロジェ

クト事業」として、漁業への就業意欲のある若者を対象とした漁業体験教室を実施してき

た。平成 19 年度から平成 21 年度までは東紀州地域における地域資源を活用した雇用機会

の増大を目的として設立された東紀州地域雇用創造推進協議会の事業の一環として行われ

た。平成 22 年度及び平成 23 年度は、三重県が（財）三重県農林水産支援センターに体験

教室事業を業務委託し、三重県、（財）三重県農林水産支援センター、尾鷲市が連携し、

「尾鷲市漁業体験教室」を実施した。  

 平成 24 年度以降は、尾鷲市の単独事業として実施している。令和 2 年度は新型コロナウ

イルス感染症の影響で実施しなかった。  

 市補助金の漁業後継者確保支援整備事業（長期研修）、県補助金の漁業就業研修につい

ては、新規漁業就業希望者に対して、漁業に従事する前に必要な漁業技術、知識等を習得

させるために、受け皿となる漁協や事業体等に研修経費等の補助するもので、市の長期研

修は 6 ヵ月、県の漁業就業研修は 10 ヵ月間を限度としている。  

 

(2)早田漁師塾 

 前項でも触れたとおり、本市の水産業を取り巻く情勢は厳しさを増しており、特

に漁業就業者の減少や、それに伴う水揚げ量減による漁家経営の脆弱化は漁村の存

続にとっての大きな課題となっている。そのような中、尾鷲漁業協同組合早田支所

が三重県の「漁師育成機関モデル構築事業」の雇用就業形態モデルに選定され、若

者の水産業への従業・就労の促進や、漁協等が取り組む人材育成、就業・就労支援

を行う新たな仕組みづくり・拠点モデルの構築を目的として、平成 24 年度から早田

地区において「早田漁師塾」を開校することとなった。  
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 「漁師育成機関モデル構築事業」（平成 24～25 年度の 2 ヵ年事業）とは、漁協等

が外部人材の自立支援を効率的に実施できる仕組みづくりを行い、受入れから着業

までのワンストップサービスの提供が可能となる拠点づくりを進め、また、漁協等

が外部人材を養成支援する拠点づくりを推進するために、そのモデル事業に係る必

要な経費の一部を三重県、三重漁連及び本市が支援して地域での受け入れ体制の構

築を目的とするもので、「早田漁師塾」は本市の早田地区において、漁村に密着し

て生活し、漁業の現場や知識を体感して学べる育成機関として開校した。  

 「早田漁師塾」では、漁協と地区が一体となって市内外からの若者を受け入れる

体制を整え、釣り・操船・ロープワークなどの実技と、資源管理・水協法などの座

学を 4 週間、実際に漁村に住み込みで受講してもらい、早田地区で営まれている漁

業を体験して最低限の知識を習得し、早田地区のみならず、三重県各地での漁業就

業相談等の支援が受けられるようなプログラムを用意した。平成 26 年度以降は実施

主体の自己資金と本市の補助事業において実施している。  

 令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で実施しなかった。 

 平成 24～27 年度に就業した 1、3、4 期生は継続して職務に従事しており、後継者

の確保という意味では一定の成果は得られているが、今後、塾生が卒業後に間をお

かずスムーズに漁業者として就業できるように就業先へのルートを確保していくこ

とや、漁師塾出身者を含めた若手漁師に対する技術向上や知識習得の支援、収入ア

ップにつながるような新たな副業の支援などを進めていくことが、早田漁師塾を継

続していく上での課題となっている。  

  

(3)栽培漁業学習会 

 例年、三重県の推進する栽培漁業の一環であるヒラメの種苗放流に併せて、年々減少傾

向にある水産資源の大切さ等を児童に知ってもらい、また、普段あまり目にする機会が少

ないヒラメの種苗を児童たちの手で直接放流することにより、生きた魚への興味、海への

親しみ、水産業への関心等を深めてもらい将来の漁業者の育成を図ることを目的として、

例年「ヒラメ種苗放流学習会」を実施している。令和 2 年度は、新型コロナウィルス感染

症対策のため実施しなかった。  

 

(4)アオリイカ産卵床体験教室  

 平成 21 年度からアオリイカ産卵床事業の新たな試みとして、アオリイカ産卵床の製作を

通じて水産資源の保護、増大と間伐材の有効利用を学んでもらうことで、当市の基幹産業

である水産業、林業の後継者の育成を図ることを目的にアオリイカ産卵床体験教室を実施

している。  

令和２年度は、新型コロナウィルス感染症対策のため実施しなかった。 
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４．水産多面的機能発揮対策事業  

(1)尾鷲湾藻場再生協議会 

尾鷲地区の漁業者、漁協職員、三重大学ダイビングサークルで組織され、尾鷲湾の藻場

回復のための活動を行う。コドーカ鼻周辺において、地元漁業者、潜水業者等でウニ除去

を行った。令和 2 年度は 4 回の除去を行い，合計 2.3 万個体のガンガゼ類を除去した。モ

ニタリングは潜水およびドローンを用いた調査を行った。調査の結果、ウニを除去した区

域の浅所ではサガラメ群落が維持されていた。 

    

      実施箇所（●の位置）       ウニ除去作業風景 

 

(2)九木浦藻場再生協議会 

九鬼地区の漁業者、漁協職員、三重大学ダイビングサークルで組織され、九木浦の藻場

回復のための活動を行う。令和 2 年度は地元漁業者、ダイビングショップ等が 7 回のウニ

除去を実施し、合計 1.9 万個体のガンガゼ類を除去した。モニタリングは 2 定点及び周辺

にランダムにコドラートを配置した潜水調査とドローンによる海藻被度調査を行った。除

去区域ではホンダワラ類や小型海藻が茂り、藻場が維持・拡大していた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

実施箇所             ガンガゼ類除去風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

コドーカ鼻  

雀島 

小
配 

向
井
名 
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(3)早田地区再生協議会 

早田町の漁業者、町民、三重大学ダイビングサークル等で組織され、藻場の維持・回復

活動を行う。令和 2 年度は地元漁業者等が 1 回のウニ除去を行い、ウニ類を合わせて 4 千

個体を除去した。モニタリングは三重大学藻類学研究室に委託し、枯松、穴岩、旧船揚場

の 3 ラインでライントランセクト法による調査を行った。除去区域では藻場が維持されて

いた。 

     

実施個所            モニタリング風景 

 

 (4)三木浦藻場再生協議会 

 三木浦町の漁業者、町民等で組織され、平成 28 年度より三木浦における藻場再生活動を

開始した。令和 2 年度は地元漁業者、ダイビングショップ、ボランティアダイバー等が 1

回の除去を行った。ボランティアダイバーが参加した除去によって、合計 9 千個体のガン

ガゼ類を除去した。モニタリングの結果、除去前は海藻が見られなかった除去区において

小型海藻に加え、ホンダワラ類の生育が認められた。 

       

        実施個所            ボランティアダイバーによる除去 

 

 

 

 

 (5)曽根浦干潟再生協議会  

  曽根町及び賀田町及び古江町の住民等で組織され、古川河口の干潟のアサリ資源再生を

目的とした活動を行う。稚貝の沈着促進のために砂利やカキ殻加工品を用いた網袋式採苗

を実施している。また、定期的に干潟及び網袋内のアサリの殻長、密度等をモニタリング

している。令和 2 年度の保全活動およびモニタリングは合計 2 回行った。例年行われてい

旧船揚場

穴岩
枯松

小口

　　　　調査ライン
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る小学校を対象とした干潟観察会は、新型コロナ感染症の影響により実施しなかった。平

成 21 年度より活動を実施している本協議会であるが、令和 2 年度をもっての活動終了に伴

い、設置している網袋等の撤去作業を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

実施箇所（古川河口干潟域・曽根浦埋立横干潟）     網袋等撤去作業  

 

５．産地水産業強化支援事業  

漁業が存続できる産地を形成するため、市、漁業者団体、流通、加工分野等が三重県尾

鷲市尾鷲港産地協議会を平成 23 年 3 月に設立した。漁村の 6 次産業化、施設の整備等を通

じて、水産関係者の所得の向上を図ることを目的としている。 

事業内容は、所得の向上につながる地先資源や共同利用施設の利活用のための調査と検

討及び知識・技術の取得等の取り組みや、水産物の付加価値向上に繋がる取り組みの検討

と実践、員外船誘致のための調査・検討とその活動、既存施設の利活用に関する検討、市

場の施設整備の計画について協議を行うこととしている。 

平成 23 年度から平成 25 年度までは国の産地水産業強化支援事業および本市の補助を受

けて、製氷・貯氷施設の整備や魚食普及、付加価値向上に向けた取組等を実施した。平成

26 年度からは実施主体の自己資金と本市の補助事業において、引き続き魚食普及、

付加価値向上に向けた取組や魚まつり等の実施を継続している。  

 

(1)ブランド化に向けた取組  

定置漁業者が中心になってアオリイカのブランド化に向けて取り組みを行った。平成 23

年度に三重大学との共同研究を行った結果、野締めよりも活け締めの方が鮮度は高く維持

され、活け締め後ににがり成分を適量添加した海水に浸漬することで更に鮮度が保持でき

ることが明らかになった。この成果を受けて平成 24 年 3 月 14 日より、活け締め、にがり

海水浸漬、墨止め処置を施した鮮度保持方法を実践し、ブランド表示タグを付加して試験

水揚を行った。試験水揚開始後はタグ付きにやや高値が付いていたものの、三重県漁連等

に聴き取りを行っても評価は明確ではなかった。試験水揚開始から 9 ヶ月経過後に、三重

県漁連の紹介で平成 24 年 12 月に築地の荷受（東都水産株式会社）の担当者に聴き取りを

行ったところ、タグ付きのアオリイカは通常高値が付き、おそらくほとんどが寿司や、料

亭に流通しているとのことであった。また、三重県産の鮮魚全般において、タグ付きアオ

リイカの鮮度が特に良いということであった。平成 27 年 1 月にも同担当に聞き取りを行っ

た結果、高評価は維持されているとのことであった。  

このように、漁業者が取り組みを継続して鮮度保持技術が更に向上したこと、三重県漁

連等出荷業者が取り組みを荷受けに対してＰＲしたことが功を奏し、築地において高い評

賀田港

曽根町

賀田町

古川
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価を得られるようになった。 

 アオリイカのブランド化が成功した結果、平成 25 年には、ヒラソウダやシイラ等を活け

締めする試みが始まった。平成 26 年には、ヒラソウダの鮮度維持に係る脱血方法の一つで

ある「首折」が、「活け締め」よりも効果があることが、三重大学の研究によりわかった。 

 平成 27 年度以降はブランド化の指標作りや旬の定量化のための基礎データの収集を目

的として、フィッシュアナライザ（大和製衡株式会社製）を用いた脂肪率の測定を行って

いる。フィッシュアナライザは、人間用の体脂肪計と同じ原理で鮮魚に電気を流し、その

電気抵抗を測定することで脂肪率を測定する機械であり、マアジ、ヒラソウダやブリなど

を対象魚種として、季節ごとや魚体長別に脂肪率を測定している。その結果、マアジは 5、

6 月に他産地のブランド化の基準値である 10％以上の脂肪率であり、ヒラソウダは 10 月か

ら 12 月にかけて脂肪率が高くなることがこれまでに明らかとなった。また、春にまとまっ

て漁獲されるブリは、平均 20％前後と非常に良好な脂の乗りであることがわかった。  

平成 30 年度は三重県水産研究所と共同で、ブリの活け締めによる身質評価を行った結果、

活け締めをおこなうことで、見た目が美しく、生臭みが少ない身質へ改善できるとともに、

鮮度が長持ちすることが明らかとなった。 

このようにして得られたデータをとりまとめ、春のブリの脂肪率の高さや、活け締めの

効果を表したポップを作成した。このポップは、「早田ブリまつり」や市外でのブリの販促

イベント等に活用された。また、平成 31 年 3 月より市のＨＰで公開したところ、地元スー

パーで活用される等の事例が見られた。 

  

尾鷲の旬魚「実は美味しい春のブリ」のリーフレット 地元スーパーでの活用事例 

 

(2)イベント（魚まつり）の実施  

毎年、魚のまち “尾鷲 ”を市民自ら体験し認識する場として、主に尾鷲市民（特に

若い世代）を対象とした魚食普及イベント、尾鷲の人にもっと魚に触れ、食し、認

識してもらうための参加型イベントを行っているが、令和 2 年度は、新型コロナウ

ィルス感染症対策のため実施しなかった。  

 

 

 (5)実践的知識・技術の取得のための取組  

 品質向上のための実践的知識・鮮度保持技術の習得のための検討会開催や調整活

動、実証試験、先進地視察等の実施を検討していく。  
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Ⅴ 漁業生産 

 

１．漁業生産の動向 

 一般海面漁業、養殖漁業を合わせた漁業生産量は、昭和 59 年以降多少の増減はあるもの

の減少を続けており、生産額についても昭和 56 年以降、減少傾向にある。 

 令和 2 年の漁業生産（属地）は、一般海面、魚類養殖を合わせて 3,509 トン、1,713 百万

円となり、前年比では生産量で 11.5％の減、生産額で 22.5％の減であった。内訳を見ると、

生産量では定置網漁業の 1,794 トンが最高で全体の 51.1％を占め、続いて魚類養殖の 1,080

トン、同 30.8％、まぐろ延縄の 231 トン、同 6.6％となる。魚種別にはいわし類、さば類、

あじ類、いか類の増加が見られた。 

  魚類養殖生産量における魚種別生産量では中心となるマダイ養殖は 898 トンと前年を

9.0％下回った。その他の魚種では、シマアジで 15.3％の増、ハタ類で 34.5％の減となった。

魚類養殖全体生産量としては前年を 11.8％下回った。 

 令和 2 年の市全体の生産額は 1,713 百万円、前年比 22.5％減であった。漁業種類別内訳は

定置網漁業の 492 百万円が全体の 28.7％を占めており、前年比でみると 19.2％の減であっ

た。魚類養殖では 816 百万円、同 27.2％減、刺網漁業が 86 百万円、同 0.5％減、底曳網漁業

が 33 百万円で同 35.7％減であった。また、まぐろ延縄が 134 百万円、同 6.3％減であった。 

 

２．主な漁業の動向 

 (1)定置網漁業 

 定置網漁業には秋から春にかけて操業される当地の代表的漁業になる大型のブリ定置

網、周年操業される雑魚定置網、イワシ網、それに共同漁業権内で操業される小型定置網が

ある。ブリ定置網の歴史は古く、明治 32 年九木浦にて大敷網が操業されたのが始まりで、

その後須賀利、尾鷲、梶賀、早田等に普及され、現在須賀利、尾鷲を除く 3 地区で 4 統が操

業されている。ブリ定置網は昭和 63 年の免許更新時にその大半が周年操業となったが、11

月から 6 月の操業はブリを主たる漁獲対象としている。後継者問題は深刻で、定置網従事者

も高齢化が進んでおり、熊野灘沿岸定置網でも後継者不足のため、操業に支障をきたしてい

る漁場も出ている。従事者確保、そのための抜本的な対策が急がれる。 

 このような状況の中で、近年では、収益性改善による定置網経営の安定化に向けた積極的

な動きもある。九鬼の大型定置網では、平成 26 年に 19 トン船を導入し、従来 2 隻で行って

いた網起こし操業を 1 隻で行うなど、漁船の大型化、機械化による効率化が図られている。

また、尾鷲市漁業体験教室や早田漁師塾など担い手確保の取り組みにより、Ｉターンの乗組

員が約半数となった早田の大型定置網においては、平成 29 年に 19 トン船を導入し、操業

の効率化と同時に、同年内において、単価向上を目的に、従来の早田魚市場への水揚げから、

仲買人の多い尾鷲魚市場への水揚げへの移行を図っている。このような取り組みによって

定置網経営が安定することで、今後の従事者の定着促進が期待される。 
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 令和 2 年の水揚げ状況について見ると、イワシ類は前年比 39.3％増の 292 トンとなり、

昨年はイワシ類全体の 37.7％を占めていたカタクチイワシは全体の 33.0％であった。また、

主要な魚種であるさんま、まぐろ類、かつお類、ぶり類、たい類については、前年を下回る

漁獲量であった。 

 熊野灘では、主要大型定置における 1～5 月のブリの漁獲量は約 276,019 尾で 3 月下旬か

ら 4 月下旬にかけて 6～8 ㎏（4 歳魚主体）の好漁が続いた。（参照：三重県水産研究所「令

和元定置年度 三重県ブリ定置漁獲統計」） 

令和 2 年度のマイワシの水揚げは熊野灘まき網主要 4 港（奈屋浦、贄浦、錦、紀伊長島）

における中型まき網による総漁獲量は 9,981 トンで、前年 15,660 トン、過去 10 年平均の

17,515 トンを下回った。マアジについては同主要 4 港での中型まき網による総漁獲量は 786

トンで、前年 585 トンを上回り、過去 10 年間の平均値 1,037 トンを下回った。スルメイカ

については和具港における令和 2 年漁期の総漁獲量は 6.2 トンとなり、前年 4.2 トンを上回

り、直近 5 年平均 15.5 トンを大幅に下回った。また、サバ類は同主要 4 港での中型まき網

による総漁獲量は 25,137 トンで、前年 26,819 トン、過去 10 年平均 25,899 トン並であった。

（参照：三重県水産研究所「令和 2 年度 漁況海況予報関係事業結果報告書」） 

全国的には、サバ類が前年を下回り、マイワシが前年を上回り、マアジ、スルメイカは前

年とほぼ同等であった。 

管内の大型定置網の水揚げにおいて、大きなウエイトを占めるブリ類は、487.6 トンで、

前年 631.8 トンを 22.8％下回った。令和 2 年における箇所別の漁獲量は、ブリについては九

木浦で 1～8 月に 251.7 トン、11～12 月に 0.1 トンの水揚げ、早田浦では 1～5 月に 66.2 ト

ンの水揚げ、梶賀浦では 1～5 月に 48.4 トンの水揚げとなった。行野浦では 1～6 月に 1.2 ト

ンの水揚げがあった。各地で 3 月から 4 月にかけてブリの水揚げが多くあり、九木浦では、

3 月に 10,744 尾、4 月に 22,774 尾、早田では 3 月に 808 尾、4 月に 8,319 尾、梶賀では 3 月

に 112 尾、4 月に 10,614 尾の水揚げがあった。 

 ワラサについては九木浦で 1～8 月に 12.9 トン、10～12 月に 0.7 トン、早田浦では 1～7

月に 16.6 トン、11～12 月に 0.6 トンであった。梶賀浦では 1～7 月に 66.2 トン、11～12 月

に 0.3 トン、行野浦では 1～5 月に 14.7 トン、8～12 月に 0.1 トンであった。 

 

 (2)一本釣漁業、延縄漁業 

 熊野灘に来遊するカツオ、マグロ、シイラ等回遊性浮魚資源、マダイ、ヒラメ、ムツ、ス

ルメイカ等底魚資源を漁獲対象に営まれる。カツオ一本釣漁業は当地の主要漁業の一つと

なるが、昭和 62 年以降熊野灘での漁場形成が無く、水揚げ量も減少している。カツオ船は

昭和 50 年代には管内所属船が 19 隻あったが、昭和 59 年以降減少し、現在では１隻のみと

なっている。尾鷲魚市場に水揚げされるカツオの大半が地区外の船によるものである。 

当市管内の一本釣及び延縄漁業の全体漁獲量は平成 13 年に大幅な減少が見られたが、平

成 24 年に尾鷲魚市場への水揚げ増大を目的とした、県内外の近海マグロ延縄漁船の誘致活
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動が実施されたため、平成 13 年以降では最高の 590 トンの水揚げを記録した。平成 25 年

は前年比 16.4％減の 493 トンとなった。平成 25 年 6 月には、尾鷲漁協所属の鮮度保持機能

を高めた近海マグロ延縄漁船が新たに建造され、8 月に初水揚げが行われた。同所属の近海

マグロ延縄漁船は平成 29 年 12 月に更に建造され、平成 30 年 4 月に初水揚げが行われた。 

令和2年は1月～2月中旬にかけ、熊野灘沿岸のひき縄でカツオが好漁も、以後は不漁。

カツオは4kg以上が主体で、1月の主要4港（和具、浜島、長島、尾鷲）における漁獲量は

3.4ﾄﾝ（2019年同期1.7トン）、2月は11.4トン（同3.9トン）であった。その後は不漁とな

り、主要4港における1～5月までのひき縄船による水揚量は23.0トンと、好漁であった2019

年同期（70.8トン）の32％、同期過去10年平均の40％にとどまった。6月以降は漁況が上向

き、定置網では6月4日には早田で3kg超のカツオが4トン、阿田和では0.5トン、6月28日に

は島勝で2kg台を中心に5.6トンと、まとまって入網した。（参照：三重県水産研究所「令

和2年度 漁況海況予報関係事業結果報告書」） 

令和2年の一本釣及び延縄漁業の全体漁獲量は前年比33.0％減の460トン、漁獲高につい

ては前年比22.1％減となった。令和２年のカツオ一本釣りの平均単価は516円/kgで、前年

の444円/kgを上回った。また、全国的な令和2年のカツオ漁の水揚は前年比6.2％増となっ

た。 

 

 (3)刺網漁業、敷網漁業 

 刺網漁業には沿岸、内湾海域で操業されるイセエビ刺網、クルマエビ刺網等と、熊野灘

海域で操業されるサンマ流網がある。クルマエビ刺網は夏期操業されるが、イセエビ、サ

ンマ刺網は 10 月から 4 月が漁期となる。 

 棒受網漁業は夏期操業されるメジカ棒受網と、冬季サンマを対象に行われるサンマ棒受

網がある。メジカ棒受網は 7 月から 10 月に操業され、漁獲物はソウダガツオ、アジ、イワ

シ類となる。サンマ棒受網は刺網同様 10 月から 4 月が漁期となる。 

 本市管内のサンマ船は減少しており、尾鷲魚市場への水揚量も管外の漁船によるところ

が大きい。サンマの全国的な水揚げ量について、令和 2 年は前年の 4.6 万トンを 34.8％下回

る 3.0 万トンの水揚げとなった。また、熊野灘沖における管内市場への水揚げ量は、平成 18

年は 1,051 トンの豊漁を記録し、平成 19 年、20 年は 698 トン、827 トンと高水準を維持し

たが、平成 21、22、23 年は 288 トン、475 トン、491 トンとなり、平成 24 年は 117 トンの

不漁、平成 25 年は 294 トン、平成 26 年は 201 トン、平成 27 年は 66 トン、平成 28 年は 45

トンとなった。平成 29、30 年は大不漁で大型定置網でわずかな水揚げがあったが、サンマ

船の水揚げは僅少であった。令和元年は 1 月に 1 トン程度の水揚げがあったものの、極め

て低調で経過した。令和 2 年は近年の極端な不漁が継続し、今期も棒受網での漁獲はなく、

わずかな水揚であった。 

 イセエビ漁獲量は、前年を 16.4％下回る 17 トンで、平均単価は前年比で 16.3％高い 4,413

円/kg となり、水揚高は 2.8％の減少であった。 
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 (4)魚類養殖業 

 ハマチ養殖で発展した本市の養殖漁業であるが、昭和 60 年以降マダイ養殖への転換が進

み、また新たにトラフグ、シマアジ、マハタ等の魚種が加わった。 

 全国的な養殖魚の生産増、輸入魚の増加に伴い、浜値の低迷が続いている。また、一方で

はマイワシ漁獲量の減少に代表される養殖用餌料価格の上昇が続いており、魚類養殖業界

も厳しい経営が続いている。本市の養殖は小規模な個人経営による形態が多く経営体数も

減少傾向にあるが、令和 2 年においては 20 経営体となり昨年と同数であった。放養尾数に

おいてはマダイが 165 万尾となり、やや減少した。 

 本市における魚類養殖業は、管内沿岸漁業生産に占める割合が大きいが、その生産量は平

成に入ってからは減少の一途を辿っている。令和 2 年における養殖生産量は市内全生産量

の 30.8％、金額では 47.7％を占めている。なかでも、マダイが中心となっており、養殖生産

量の 83.1％に至っている。市内養殖生産量は前年比 11.8％減、生産額は 27.2％減となった。 

平成 18 年から近隣諸国への輸出による生産調整によって、養殖マダイの浜値の高騰が平

成 19 年の前半まで続いた。しかし、平成 19 年後半に入ってから、輸出の減少で国内の在池

量が潤沢にあることに加え、高値で消費離れを起こしたため卸値は下落した。平成 20 年か

ら平成 23 年まで浜値は安値で推移し、平成 24 年は単価が上昇したものの、平成 25 年、26

年は下落傾向、平成 27 年から 29 年は単価が上昇し、平成 30 年から令和元年にかけては高

値を維持した。令和 2 年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大と、それに伴う緊急事態

宣言などにより、外食産業の極端な需要の落ち込みや、市場取扱量の減少が起こり、価格が

低迷した。こうした中、量販店、小売店、インターネット通販などの販売促進活動が行われ

た。尾鷲市においても、市内外の量販店と連携し、販促活動を実施した。 

マハタ養殖に関して、平成 24 年にＶＮＮのワクチンが実用化されたこと等により種苗の

品質が向上し、今後の生産の安定化が期待できる。本市のマハタ生産量・生産額は平成 24

年で 6.7 トン・11.8 百万円から令和 2 年は 114.0 トン・139.2 百万円と生産が増加している。 

なお、平成 19 年からは市内企業によるブリ養殖が行われており、令和 2 年は約 47.4 万尾

の養殖生産があり、生産量は 2,372.2 トンであった。ブリ養殖が可能な北限地域として、首

都圏・中京圏・関西圏という大消費地に供給できる体制が構築され、生産・加工・流通・販

売に至るサプライチェーンを形成し、必要とされる部位・数量等に応じた製品が安定出荷さ

れている。（＜統計資料の見方＞参照） 
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魚種別水揚量の経年変化（尾鷲市管内市場） 

 

 

    

 

漁業種類別生産量の経年変化（尾鷲市管内市場） 
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尾鷲市管内ブリ定置網漁獲量経年変化 

 

 

 

尾鷲市管内ブリ定置網漁獲量魚種別経年変化 
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魚類養殖放養尾数経年変化 

 

 

魚類養殖施設数経年変化 
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養殖マダイ「中央市場価格相場動向」みなと新聞より（平成 29～令和 2 年） 
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